スポット宣伝参考例         ２０１７・５・１０         日本共産党大阪府委員会選挙宣伝部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（長いので、▽の部分などは組み合わせて訴えを）
▼こんにちは、日本共産党です。この場所をお借りして、日本共産党の宣伝をさせていただきます。（この地域ではいつも　　　　　がお世話になっています）。くらし、平和、民主主義をないがしろにする、自民・公明の安倍政権や維新政治に、正面から立ち向かい、野党と幅広い府民の皆さんとの共同を広げ、国の政治、大阪の政治を変えるために、日本共産党はがんばっています。
▼日本国憲法施行から７０年を迎えました。ＮＨＫの調査では、「９条が日本の平和と安全に役に立っている」とこたえた人が８２％、「今の憲法を変える必要がない」という人が５０％を超えています。そして、「憲法９条を変えないほうがよい」は「変える方がよい」の２倍以上の６３％で、国民の多数は「９条守れ」といっています。
  ところが、安倍首相は、９条に自衛隊について書き込み、オリンピックが開催される２０２０年を新しい憲法が施行される年にしたいと表明しました。これは、オリンピックの政治利用であり、なにより安保法制を強行し集団的自衛権の行使にふみだした安倍首相が、自衛隊を何の制約もなく海外に派兵できるようにするもので、「戦争する国」を憲法で認めることになってしまいます。いま日本に必要なのは、憲法を変えることではなく、「憲法９条」を活かした日本の平和の国際貢献です。変えるべきは憲法ではなく、憲法をないがしろにする政治ではないでしょうか。
▼みなさん、北朝鮮の核・ミサイル開発は断じて容認できません。同時に、解決の方法は、外交的解決しかありません。戦争状態を招く軍事力の行使は絶対にやってはいけません。しかし、安倍政権は、戦争法と言われる安保法制を初めて発動し、米軍のために自衛隊を動かしたことは重大です。万一、トランプ政権が軍事攻撃に踏み切った場合には、自衛隊が自動的に参戦することになります。日本がいまなすべきことは、アメリカいいなりの軍事対応ではなく、憲法９条を持つ国として、対話と交渉による解決を働きかけることではないでしょうか。
▼みなさん、安倍政権は、今国会で成立を狙っている「共謀罪」法案は「テロ対策」「国際組織犯罪防止条約」の批准のためといいますが、この条約はテロ対策とは関係がありません。法案の本当のねらいは「国民の自由と権利」をおさえこむことです。「共謀罪」は、「相談・計画」しただけで犯罪に問える法律です。「一般人には関係ない」と政府は言いますが、だれが一般人かを決めるのは警察など捜査当局です。市民運動、サークル活動、町内会、同窓会、なども含めて無限定に対象が広げられ、一般の人が処罰の対象になります。そして、「相談や計画」を処罰しようとすれば、電話の盗聴、メールやラインの監視が必要となり、日本は監視社会にされてしまいます。日本共産党は国民が自由にモノが言えなくなる監視社会をつくる「共謀罪」を廃案にするために、野党４党と市民のみなさんと力あわせます。
▽みなさん、安倍政権は沖縄県民みんなが反対している、名護市辺野古の新基地建設を無法なやり方でごり押ししています。政府は、４月２５日に護岸工事に着手しましたが、これは県の岩礁破砕許可がないもとでの違法工事です。翁長知事は、差し止め訴訟を適切な時期に行使すると表明しました。政府は、“ともかく埋め立て工事を進めて、既成事実をつくれば県民はあきらめるだろう”。この一点にかけています。沖縄県民は「勝つ方法はあきらめないこと」だとたたかっています。みなさん、沖縄の基地問題は、沖縄だけの問題ではありません。日本の民主主義が問われる大問題です。日本共産党は「基地のない平和な沖縄」をめざす沖縄県民のたたかいに連帯してたたかいます。
▽みなさん、安倍政権はあらゆる分野で暴走を続けながら、モラル崩壊のボロボロの姿になっています。「森友」疑惑はその象徴ではないでしょうか。国有地の８億円もの値引きに、安倍首相夫人が関与した疑惑はきわめて濃厚であり、追い詰められた安倍首相は、夫人付職員に全責任を負わせて自分は保身に走っています。国会では次々に関与が明らかにされています。この疑惑を解明する道は、昭恵氏に国会にきてもらい、真実を語ってもらうことではないでしょうか。日本共産党は安倍昭恵氏をはじめとする関係者を国会に招致し、徹底的な真相究明を行うことを強く求めます。
　
▽みなさん、大臣の相次ぐ暴言などモラル崩壊がトップから引き起こされ、内閣全体に及んでいます。今村復興大臣は、原発事故の自主避難者を「本人の責任」とする暴言に加えて、東日本大震災は「東北でよかった」とする、人間として許されない暴言で辞任に追い込まれました。さらに、「森友」疑惑、閣僚らの暴言・不祥事などモラル崩壊を行いながら、安倍政権が国民に押し付けようとしているのが「教育勅語」です。憲法の国民主権とは相いれない「教育勅語」の復権をはかろうという企てを絶対に許すわけにまいりません。日本共産党は、安倍政権の暴走にストップをかけるために、国会内外で全力をつくします。
▽みなさん、この安倍政権の暴走を応援するのが、日本維新の会です。維新の会代表の松井一郎知事は、９条改定について「議論から逃げないし、中身の議論には参加したい」と憲法改定の議論に積極的に参加することを表明しました。維新の会の国会議員は「改憲スケジュール」について質問し、安倍首相から「喜ばしい」と言われています。また「森友」疑惑では、維新府政は森友学園が学校建設の基準を満たしていないので学校開設の規制を緩和しました。大阪府の私学審議会では「森友に資金もなく、疑問の声ばかりだった」という状況でしたが、維新府政が「適正なもの」と私学審を説き伏せ「認可適当」に誘導しました。維新府政は、真相を明らかにする必要があります。
▼みなさん、今年予想される総選挙で、日本共産党は、安倍政権の暴走政治と憲法改悪をゆるさず、野党と市民との共闘をさらに強めていきます。そして、改憲勢力である安倍自公政権と維新の会を少数派に追い込み、野党の勝利と、日本共産党の躍進へ、議席増をめざします。日本共産党は、国政でも大阪でも野党と市民の共闘で政治を変えるためにみなさんと一緒に頑張ります。最後に、国政の問題、年金や医療、子育てなど暮らしの問題、野党と市民の共闘の前進など、他の新聞にはない角度から報道する「しんぶん赤旗」と大阪民主新報のご購読をお願いして訴えとさせていただきます。
　ご町内のみなさん、この場をお借りしての、日本共産党の宣伝を終わらせていただきます。ご協力、ありがとうございました、
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